
首都機能移転で今後の経済発展が
期待されるベルリン（ドイツ）

ベルリン・センター

ベルリンは９９年秋に名実ともにドイツの首都となった。ベルリンの壁崩壊１０周年記念も

重なり世界の目はベルリンに集中したが、首都機能移転決定当時に期待されたような経済

効果は今のところ現れていない。しかし、将来的にＥＵに加盟予定の中・東欧諸国との接

点として、また、サービス、メディア、情報通信産業の拠点として大きな可能性を持って

おり、識者は５～１０年後には魅力的な経済立地条件が整うと予想している。

ベルリンは、ドイツ東部、シュプレー川河

畔の平地に位置し、およそ７５０年の歴史をも

つ人口約３４０万人のドイツ最大の都市である。

総面積は８９２平方キロで、そのうち約４４％は

森林、湖、河川などで占められている。１９世

紀以降、ドイツの政治、経済、文化の中心と

なるものの、１８世紀以前には人口３万人にも

満たない一地方都市にすぎなかった。１８７１年

のドイツ帝国成立とともにその首都となり、

続くワイマール共和国時代には周囲を統合し

た大ベルリン（現在のベルリン）が成立した。

ナチス（第三帝国）時代にも首都の地位に

あったものの、第２次世界大戦後は東西２つ

に分割され、東ベルリンはドイツ民主共和国

（東ドイツ）の首都、西ベルリンはドイツ連

邦共和国（西ドイツ）の事実上の一州であっ

た。１９６１年に構築され、東西ベルリンを隔て

１．ベルリンの概要
ていた「ベルリンの壁」は、１９８９年１１月９日、

民主化運動が高揚するなか崩壊し、翌１９９０年

１０月のドイツ再統一に際して東西ベルリンも

統一され、統一ドイツの首都となった。壁が

崩壊して１０年が経過したものの、いまだに東

西の経済格差はあり、政治的にも旧東ベルリ

ン地区では、旧東独の社会主義統一党

（ＳＥＤ）の後継である民主社会主義党

（ＰＤＳ）への支持が依然として高いなど、

東西の溝は完全に埋まっていない。

（１）首都機能移転の経緯

ドイツ連邦議会と連邦政府は９９年９月始め

に、正式にベルリンでの任務を開始した。ベ

ルリンは、９０年８月３１日に調印された東西統

一条約で、すでに統一ドイツの首都と定めら

れていたが、議会と政府機能のベルリン移転

は９１年６月２０日の連邦議会で決定された。当

日の審議開始前はボン残留派が優勢ではない
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１）詳細は表１参照。
２）具体的には９４年３月にベルリン・ボン法が成立して、連邦各省の所在地、一部上級官庁の移転先などが規定された。
３）そのため、９４年３月のベルリン・ボン法は遅くとも２０００年夏までに議会・政府機能を移転すると規定した。
４）ターゲスシュピーゲル紙９７年５月１８日付、９７年６月６日付。
５）今回、首都機能の移転をテーマに独自にインタビューした。

かとみられていたが、数時間にわたる長い審

議の後に行われた記名投票の結果、議会と政

府機能の一部をベルリンに移転することが決

定された。ボンに連邦省の一部を残した１）の

は、ボンが首都機能の移転によって経済、社

会的に大きな打撃を受けないようにするため

である。また、ベルリンだけに連邦官庁が集

中するのを避けるため、ベルリンにある連邦

の上級官庁をボンなどに移転することが決定

された２）。

（２）なかなか現れない経済効果

ベルリン移転が決定した理由は、統一ドイ

ツの政府機能をベルリンへ移転することで統

一の象徴的意義を高め実質的な東西統一を加

速させることと、移転によってベルリンと東

部ドイツの経済復興を促進させることが優先

されたからである。連邦議会の決議後は議会

・政府移転による経済効果がおおいに期待さ

れた。しかし、ボン派が財政難を理由に移転

の引き伸ばし戦略にでるなど、ベルリン移転

計画はなかなか進展しなかった３）。統一後、

ダイムラー・ベンツ（当時）が９０年に、ソ

ニーが９１年に、ベルリンの中心部のポツダム

広場に広大な土地を購入して巨大建設プロ

ジェクトを計画していただけに、首都機能移

転決定によってさらに大手企業のベルリン進

出が続くのではないかと期待され、どの大手

企業がドイツ本社や欧州総括本社をベルリン

に移転させるのか多いに注目されていた。

政府関連施設の建設とそれに伴うインフラ

整備、民間投資による建設プロジェクトがい

たるところに誕生し、ベルリンは欧州最大の

建設都市となるものの、その一方で企業進出

は進まず、ベルリン経済は今のところ期待さ

れたほど活性化していない。

これまで、ソニーの欧州本社、コカコーラ

のドイツ本社、ダイムラー・クライスラーの

販売本部、ダイムラー・クライスラーの子会

社ｄｅｂｉｓ（金融サービス）、アドトランス

（鉄道車両）がすでにベルリンに進出してい

る。コカコーラのビーグス社長は、ドイツ本

社のベルリン移転の理由として、首都だとい

うこと、労働力の質の良さ、経済圏の大きさ

を挙げた４）。９９年秋には、フランスの大手製

薬会社のドイツ本社がポツダム広場に完成す

るソニー・センターに入居することが決定し

た。旧ダイムラー・ベンツ、ソニーに続いて

ポツダム広場に土地を購入したＡＢＢ（総合

電機）は、いずれ建設プロジェクトを開始さ

せて欧州拠点を開設する予定だ。また、三星

やフィリップ・モリス、モトローラなどはベ

ルリンに生産拠点をおいた。

しかしそれでも、ベルリンへの企業誘致を

担当するベルリン経済振興公社のエスターマ

ン総裁は「期待は裏切られたままだ」として

いる５）。エスターマン総裁はこの理由として、

ベルリンへの議会・政府移転は企業誘致上直

接の魅力とはなっておらず、むしろベルリン

の経済立地条件を補足するものでしかなく、

ベルリンへの議会・政府移転を直接の理由と

してベルリンへ移転してきた企業はこれまで

なかった、と分析した。同氏は、企業にとっ

てベルリンの魅力は、ベルリンとその周辺が

約６００万人の人口を抱えるドイツ最大の経済

圏であること、労働者の質が高いこと、文化

・メディア・国際性などの都市機能が多様で

あることを挙げた。また期待が裏切られた背

景として、移転決議後の期待が高すぎたこと、

ドイツでは金融のフランクフルトや商業・貿
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６）電気通信・郵便事業の自由化に伴い、９７年末で連邦郵便・電気通信省が廃止され、その後継機関として９８年１月
１日から電気通信・郵便規制庁が発足した。

７）「主な経済団体のベルリン移転状況」
８）ハンデルスブラット紙９９年９月９日付。

易のハンブルクなど、経済機能の分散化が伝

統となっていること、東欧経済の回復に時間

がかかっていることなどを挙げた。

（３）足踏みする経済団体のベルリン移転

ＢＭＷやフォルクスワーゲン、ＶＥＢＡ（エ

ネルギー）などドイツの大手企業の多くは、

議会・政府のベルリン移転に伴い、ベルリン

に情報収集やロビー活動のための事務所を開

設した。ベルリンへの移転に伴ってボン事務

所を閉鎖する企業もあれば、まだ存続させて

いる企業もある。ボンに本社のあるドイツテ

レコムは、電気通信を管轄する官庁６）がボン

にあることから、ベルリンに駐在員事務所を

開設しただけにとどまっている。

ドイツのトップ経済団体であるドイツ産業

連盟（ＢＤＩ）とドイツ商工会議所連合会

（ＤＩＨＴ）、ドイツ経営者連盟（ＢＤＡ）は、

共同ビルを建設してベルリンへの移転を完了

させた。しかし、ドイツ団体マネージメント

協会（ＤＧＶＭ）がボン、ケルンにある４３７

の団体に対して行ったアンケート調査による

と、これまでにベルリンへ移転した経済団体

は約４０団体と、ボンに所在していた全団体の

約１０％にすぎない。今後ベルリン移転を予定

している団体（１９．１％）を加えても、約３分

の１弱がベルリンへ移住するにすぎず、６４．５

％がベルリン移転を計画していないという７）。

経済団体の首都移転が進まない背景として、

アンケート調査は、職員にベルリンに移住す

る意志がない（４３．７％）ため、ロビー活動を

主目的とする経済団体にとって人脈ルートの

確保に大きな障害が生じる可能性があるため

とする。しかし、ベルリンが政治の中心とし

てその機能を発揮していくのに伴い、今後経

済団体のベルリン移転は加速していくとも分

析している。

（４）東西欧州経済の接点が目標

ＥＵ東方拡大に向けて政治的にイニシアチ

ブを取るドイツは、ポーランド、チェコ、ハ

ンガリーの経済が徐々に回復してきたことに

伴い、経済的にも中・東欧諸国との関係を発

展させてきた。ハンガリーとの貿易額は前年

比で３０％上昇、ポーランドとの貿易額も前年

比で１５％ほどの伸びを示した（いずれも９８年

実績）。また、９９年上半期のドイツの対ポー

ランド直接投資額は約６０億ドル８）を記録、最

大の投資国となった。９９年中にはラウ大統領、

シュレーダー連邦首相が個別にワルシャワを

訪問しており、ドイツとポーランドの関係に

新しい１ページが開かれようとしている。

ベルリン市側も、早い段階からベルリンが

地理的に中・東欧諸国に近いことに注目し、

ベルリンが東西欧州経済の接点だとして積極

的にアピールしてきた。ベルリンの産業技術

開発の中心であるアドラースホーフに東西セ

ンターを開設して、中・東欧諸国企業とドイ

ツ企業が交流できる場を設けるなど、同諸国

との経済関係を積極的に振興している。ここ

では中小企業同士の交流が優先されており、

９８年末のディープゲン市長のワルシャワ訪問

は、ポーランド中小企業から大きな注目を浴

びたという。エスターマン総裁は、「中・東

欧諸国経済の発展がまだ鈍いため短期的には

まだ大きな期待はできないが、中・長期的に

はベルリンが東西欧州経済の接点になるのは

間違いない。バルト３国についてストックホ

ルムが中心となるのに対し、特にポーランド、

チェコ、ハンガリーにとってはベルリンが中

心となる。チェコ、ハンガリーは地理的に一

見ウィーンのほうが有利と思われるが、オー
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９）７０年代後半の旧東独時代にプラント建設を開始した。
１０）１５年前に旧西ベルリンに進出してビデオレコーダの製造を行っている。
１１）西部ドイツの９９年１２月の失業率は前年同月比で０．７ポイント減少して８．６％になった。それに対し、東部ドイツで

は失業率は前年同月比で０．３ポイント上昇して１７．７％と失業が増加した。
１２）例えば同じ機関で同種の業務を担当していても、東部ドイツ市民は西部ドイツ市民の約８０％程度の俸給しかもら

えない。
１３）ボンから引越した公務員には高額な移転手当が支給されたほか、まだ引越していない公務員に対しては２年間、

週末ないし月曜日、金曜日にボン・ベルリン間を往復する権利が与えられ、そのための専用便、専用列車などが
用意されている。

ストリアには大企業がないため、中・東欧諸

国企業はベルリンを優先させることになろ

う」との見通しを示した。

（５）慎重な日系企業に変化の兆し

ベルリンの壁崩壊を機に、日系企業は金融

機関などを中心に競ってベルリンに進出した

が、商社、金融機関のほとんどが早い時期に

撤退し、現在はソニーを除くと統一前に進出

した東洋エンジニアリング９）、ＪＶＣ１０）など数

社が残るだけとなった。ある日系商社関係者

は撤退の理由として、旧東独地域の産業集積

が薄いため、既に拠点を確立しているデュッ

セルドルフやハンブルクからの営業で十分対

応できるビジネス規模だったため、と述べて

いる。

しかしここにきて、いくつかの企業がベル

リン進出を検討しているといわれている。こ

れまで英国に欧州統括機能を置くケースの多

かった日系企業だが、英国がユーロを導入し

ていないこともあり、統括拠点を欧州大陸に

移す動きもあり、候補地としてベルリンとア

ムステルダムが有力になっているとも伝えら

れている。

（１）移転は成功と評価

ただしこれまで述べたように、議会・政府

の移転による経済効果は期待に反しており、

ベルリンとその周辺の経済は依然として活性

化していない。ベルリンの９９年１２月の失業率

は１５．９％、周辺のブランデンブルク州の失業

率も１７．７％と、東部ドイツは依然高い失業率

２．一般市民の反応とベルリンの魅力

に苦しんでいる。西部ドイツで景気回復の兆

しから失業率が減少してきているのに対し、

東部ドイツでは逆に失業率が増加する傾向に

あり１１）、東部ドイツの労働市場は当分の間、

回復が期待できない状況にある。

しかしベルリン市の依頼で９９年末に行われ

た、全ドイツ約２千人の有権者に対する首都

機能移転についてのアンケート結果によると、

９３年１０月には５７％が移転に反対と答えていた

のに対し、今回の調査では５７％が移転を歓迎

し、８３％が移転は成功したとしている。移転

を高く評価する傾向は、特に東部ドイツ市民

に強く、７１％が移転を歓迎するとし、８７％が

移転を成功したとした。これまで西部ドイツ

のほぼ西端に位置するボンで活動していた多

くの政治家にとって、東部ドイツ問題は重要

課題であるとはわかっていても自分に直面し

た問題としては捉えられていなかったと考え

られる。しかしこうした政治家も首都機能移

転によって、東部ドイツ内に位置するベルリ

ンで活動し、いやおうなしに東部ドイツの現

状を目の当たりにすることになる。その意味

で首都機能移転の東部ドイツ復興に関する政

治的な意味合いは大きい。また同アンケート

調査によると、ドイツ国民の認識では、ベル

リンは「経済」と「科学」のイメージが他の

欧州主要都市より強い。また、「政治」でもブ

リュッセルに次いで第２位にランクされた。

もちろん首都機能の移転に関連しては、旧

東西市民間の交流のなさや偏見、公的機関内

における東西出身者間の俸給格差１２）、ボンか

らの移転者やボンからの単身赴任者への優遇

措置に対する不満１３）のほか、移転に伴って必
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１４）基本的に道路交通網などのインフラ整備はベルリン市側の負担で行われ、連邦は関与しない。しかし、連邦は議
会・政府移転に伴う市側の負担の一部を補助する。

１５）ターゲスシュピーゲル紙２０００年１月２４日付。
１６）例えば観光業に関していえば、９９年１０月の宿泊数は前年比で２９％も増加（１０８万泊）しており、年間でも前年比

１０％増の９３０万泊となっている。しかしながらロンドン（６，２５０万泊）、パリ（２，７００万泊）、ローマ（１，３００万泊）
と比べるとまだ少なく、今後も増加することが期待される。そのためには、閉店法を緩和することや、現在直行
便のないベルリン－北米、ベルリン－日本などの航空路の開設、ひいては国際ハブ空港の建設も重要であろう。

１７）アドラースホーフにメディア・パークがあるほか、近郊のバーベルスベルクには欧州最大といわれる撮影場がある。
１８）旧東ドイツの学術研究の中心、学術アカデミーが９０年に閉鎖されたのに伴い、ベルリン市は連邦の学術顧問委員会

の勧告に基づき、９１年に東ベルリン・アドラースホーフにある学術アカデミーの土地と建物をテクノロジー・パー
クとして再開することを決定した。アドラースホーフの特徴は、他のテクノロジー・パークと異なり、ベンチャー
企業の育成ばかりでなく、研究開発の振興に重点を置いている点である。情報工学、マイクロエレクトロニクス、
光学、レーザー工学、製造加工、環境などの分野で、中小企業の研究開発上の弱点を軽減するため、企業と研究
機関が密接に提携できる場を提供して、学術研究者と企業が共同で新しい製品を開発する環境を設けている。

１９）現在ベルリンにはテンペルホフ、テーゲル、シェーネフェルト（ブランデンブルク州）の３つの空港があり、３
空港全体の乗客数は年々増加している。特に政府・議会のベルリン移転に伴い空港の利用者が急増することが予
想され、ベルリン・ブランデンブルク地域の経済振興を考えると、国際ハブ空港の建設が必要とされていた。こ
のようにハブ空港建設は長年の懸案だったが、ベルリンとブランデンブルク州の利害が絡んでなかなか合意でき
なかった。しかし９６年５月に旧東独のベルリン国際空港であるシェーネフェルト空港を首都のハブ空港として拡
張することで合意した。空港建設と運営は民間が行う予定で、そのための入札も実施されたが、手続き上の不備
から、一度決定された空港建設、運営者とその建設案が裁判で無効となるなど、建設は依然難航している。

要なインフラを整備するための工事現場の増

加による交通渋滞、インフラ整備に対するベ

ルリンの莫大な財政負担１４）など様々な問題も

発生している。しかし、４０年近く東西に分割、

隔離されて生活していたベルリン市民の中に、

別の気質を持ったボン市民、大使館職員とそ

の家族などの外国人が入ってくることによっ

て、ベルリンがより一層多様化してその魅力

を増大させることになるとの見方が多い。実

際、ベルリン最大のデパートＫａＤｅＷｅでは

議会・政府移転以降、商品の販売傾向が多様

化、高級化しているという１５）。

（２）サービス、テクノロジー都市へ

ベルリンにとってこの多様化が利点となる

とエスターマン総裁は強調する。文化を含め

た都市の多様化が進むことは、さらに人を引

き付け、都市人口は増加する。これは、サー

ビス産業の成長を促し都市経済は活性化する。

都市はさらに魅力を増し、企業を引き付ける

ようになる。同氏はこの相乗効果によって

「ベルリンは今後５年でサービス１６）、メディ

ア１７）、情報通信の分野で大きく成長していく。

ただ製造業は衰退し、この分野での雇用は減

少するであろう」とした。またベルリンは、

これまでベンチャー企業の育成に力を入れて

おり１８）、すでにバイオテクノロジーなどの分

野でその成果が実ってきているという。同氏

のビジョンによると、ベルリンは今後、サー

ビス、テクノロジー都市としての特徴を生か

して大きく成長していく。また、ドイツ６大

経済研究所の一つであるドイツ経済研究所

（ＤＩＷ・ベルリン）前所長のホフマン氏は、

ジェトロ・ベルリン・センターとの会談で、

「短期的には多くは期待できないが、５～１０

年後にはサービス分野が成長してベルリンの

経済立地条件は魅力的なものになり、メディ

アや電気通信関係の企業が進出してくること

になろう」との見通しを示した。

議会・政府はその任務を開始したものの、

政府機関の施設にはまだ建設中のものが多い。

また、国際ハブ空港１９）の建設や新中央駅

（２００５年完成予定）の建設などのインフラが

完全に整備されるまでには数年を要する。し

かし、ベルリンが徐々に都市の全体像を明ら

かにしていくのに伴い、その経済的な魅力も

増していくのは間違いなく、今後の動向が注

目されよう。
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表１ 主な連邦政府機関

官庁名 ベルリン ボン 備考

連邦大統領府 × ９８年１１月にベルリンへ移転、ボンの官邸は第２官邸
として存続

連邦議会（下院） × ９９年９月からベルリンで公式に議会機能を開始

連邦参議院（上院） × ２０００年５月頃ベルリン移転の予定、ボンには支所が
残る予定

連邦首相府 × 仮建屋で任務開始

連邦新聞情報庁 ×

連邦外務省 × ベルリンに新建屋を増設

連邦内務省 ×

連邦法務省 ×

連邦大蔵省 ×

連邦経済省 ×

連邦食料・農林省 × ベルリンに支所を開設予定

連邦労働・社会省 × 仮建屋で任務開始

連邦国務省 × ベルリンに支所を開設

連邦家庭・女性・青年省 ×

連邦保健省 × ボンで他の建屋に移転予定、ベルリンに支所を開設
予定

連邦経済協力省 × ボンで旧連邦首相府へ移転予定

連邦建設・運輸省 × 運輸省、建設省を統合２０

連邦教育・研究省 × ベルリンに支所を開設予定

連邦環境省 × 当初予定に比べベルリン支所の規模が拡大

２０）９８年９月の選挙で社民党と緑の党の連立政権が誕生した時に統合された。

連邦政府の機関は各省単位でベルリンとボ

ンに完全分割されるわけではなく、各省がベ

ルリンないしボンに支所を有することで、省

内の機能が分割されている（表１参照）。

そのため連邦政府は、行政機関の分割に

よって行政機能が制限されないようにするた

め情報通信ネット、ベルリン・ボン情報ネッ

ト（ＩＶＢＢ）を設置することを決定し、行政

機能の近代化に着手した。ＩＶＢＢは、複数の

場所からの図書の共同処理やマルチメディア、

ビデオ会議を可能とするなど、新しい情報処

理技術を広範に使用し、９９年１月１日より使

３．（１）連邦政府機関の移転状況
用されている。

（２）その他の連邦政府機関

○ボン・ケルン地区からベルリンへ移転した、

または移転を予定している機関：

連邦政府外国人問題専門委員、連邦州教育

計画・研究振興委員会、連邦東洋学術国際

研究所

○ボン・ケルン地区に残留する機関：

連邦非軍事役務庁、連邦税務庁、連邦貨物

輸送庁、連邦自然保護庁、連邦情報技術安

全庁、連邦憲法擁護庁、連邦兵役管理庁、

連邦民間人保護庁、連邦郵便通信施設、連
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２１）注６参照。
２２）連邦通常裁判所は通常裁判権の最高裁判所。ドイツには裁判権が５系列（通常、行政、財政、労働、社会）あり、

それぞれに最高裁判所があるため、ここでは連邦通常裁判所とした。
２３）本庁はザルツギッター。
２４）本庁はヴィースバーデン。
２５）本庁はコブレンツ。
２６）本庁はベルギッシュ・グラートバッハ。
２７）本庁はケルン。
２８）本院はフランクフルトからボンに移転する予定。
２９）本部はフランクフルト。

邦技術援助施設（ＴＨＷ）、連邦スポーツ

学研究所、連邦政治教育センター、ドイツ

投資開発公社、連邦情報保護専門委員会、

カール・デュイスベルク協会、ドイツ航空

宇宙センター、連邦鉄道局、電気通信・郵

便規制庁２１）

○ベルリンからボンへ移転した、または移転

を予定している機関：

連邦医薬品・医療製品研究所、連邦カルテ

ル庁、連邦銀行監督局、連邦保険制度監督

局、連邦保険局、連邦職業教育研究所、連

邦通常裁判所内連邦検事総長２２）、連邦建設

土地管理庁、連邦放射線防護庁ベルリン支

所２３）、連邦統計庁ベルリン支所２４）、ドイツ

国際開発基金、ドイツ開発サービス公社

○ベルリンで閉鎖される機関、ベルリンから

他の都市へ移転した、または移転を予定し

ている機関：

連邦水質学庁２５）（ベルリン支所閉鎖）、連

邦道路庁２６）（ベルリン支所閉鎖）、連邦貿

易情報局２７）（ベルリン支所閉鎖）、連邦会

計検査院ベルリン支所２８）（ポツダムへ）、

連邦環境庁（デッサウへ）

○その他の都市からボンへ移転した、または

移転を予定している機関：

連邦農業食糧庁、連邦会計検査院、ドイツ

食糧協会、ドイツ成人教育研究所（以上、

すべてフランクフルトからの移転）

主な経済団体のベルリン移転状況

○ベルリンへ移転した経済団体：

経済安全作業部会（ＡＳＷ）、ドイツ産業連

盟（ＢＤＩ）、ドイツ銀行連邦連盟、ドイツ

商工会議所連合会（ＤＩＨＴ）、ドイツ保険

経済総連盟、ドイツ建設産業中央連盟、化

学産業連盟、ドイツ手工業中央連盟

（ＺＤＨ）、連邦自由業連盟、ドイツ使用者

団体連邦連合会（ＢＤＡ）

○ベルリンへ移転を予定している経済団体：

連邦自動販売機業連盟、ドイツ輸出業連邦

連盟ボン事務所２９）、ドイツ卸売・貿易業連

邦連盟、中小企業経済連邦連盟（一部）、

ドイツ・ホテル・飲食店業連盟、ドイツ旅

行代理店連盟、ドイツ貯蓄金庫連盟、ドイ

ツ小売業中央連盟（ＨＤＥ）、連邦医師会、

連邦弁護士会、ドイツ職員労働組合

（ＤＡＧ）、ドイツ官吏連盟（ＤＢＢ）

○ベルリンへ移転しない経済団体：

ドイツ経済展示見本市委員会（ＡＵＭＡ）

〈ケルン〉、連邦医薬品メーカー専門連盟

（ＢＡＨ）〈ボン〉、連邦衣料産業連盟〈ケ

ルン〉、ドイツ・スポーツ用品連邦連盟

〈バート・ホネフ〉、ドイツ廃棄物処理経

済連邦連盟〈ケルン〉、ドイツ肉製品産業

連邦連盟〈ボン〉、製薬産業連邦連盟〈フ

ランクフルト〉、ドイツ食品小売業連邦連

盟（ＢＶＬ）〈ボン〉、情報技術連邦連盟

〈ボン〉、ドイツ農民組合連合〈ボン〉、ド
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イツ精密機械光学連盟〈ケルン〉、ドイツ

機械設備製造業連盟（ＶＤＭＡ）〈フラン

クフルト〉、ドイツ製紙工場連盟（ＶＤＰ）

〈ボン〉、ドイツ電力業連合会（ＶＤＥＷ）

〈フランクフルト〉、ドイツ自動車流通業

中央連盟（ＺＤＫ）〈ボン〉、ドイツ大学連

盟〈ボン〉、金属産業使用者団体総連合会

〈ケルン〉、公勤務・運輸・交通労働組合

〈シュツットガルト〉、建設・農業・環境

労働組合〈フランクフルト〉、金属労働組

合〈フランクフルト〉

○ベルリンへ移転するかどうかの決定をして

いない経済団体：

ＯＥＣＤ〈ボン〉、自動車産業連盟（ＶＤＡ）

〈フランクフルト〉、連邦公認会計士会

〈ボン〉、鉱業・化学・エネルギー労働組

合〈ハノーヴァー〉

〈 〉内の地名は、現在の所在地。
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